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５．ICTによる生産性向上の現状と課題

※ 1995年を100とした時の当該期間内の指数の差分
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実質GDP成長率 実質GDP（伸び） 実質ICT投資額（伸び）

米国 日本 米国 日本

1995年
～2000年

25.2 4.9 179.3 37.0 

2000年
～2004年

11.7 4.9 31.6 24.5 

ICT産業の実質GDP成長に対する寄与率は42%超 しかし、ICT投資は米国に比し低調

（１） ICT産業は経済成長を牽引

資料5
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（２） 日米の労働生産性と要因分析

日 本 米 国
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（３） 日米の労働生産性上昇率の業種別寄与度

日 本 米 国
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日本の労働生産性成長率と要因分解（産業別） 企業のユビキタス化・組織改革と生産性

（4） 製造業とサービス産業の全要素生産性（TFP）成長率
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（５） 「ＩＣＴ改革促進プログラム」（平成１９年４月２０日、総務大臣発表）

経済成長寄与度の高いＩＣＴ産業の国際競争力強化

ＩＣＴ分野の構造改革の加速化

により、人口減少社会下の我が国経済を、新たな成長のトレンドに乗せる。

経済成長寄与度の高いＩＣＴ産業の国際競争力強化

ＩＣＴ分野の構造改革の加速化

により、人口減少社会下の我が国経済を、新たな成長のトレンドに乗せる。

「ユビキタス特区」の創設「ユビキタス特区」の創設「ユビキタス特区」の創設

映像国際放送の充実映像国際放送の充実映像国際放送の充実

生産性向上のためのＩＣＴ共通基盤の整備生産性向上のためのＩＣＴ共通基盤の整備生産性向上のためのＩＣＴ共通基盤の整備

｢ＩＣＴ国際競争力強化ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ｣の策定･実施｢｢ＩＣＴ国際競争力強化ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑＩＣＴ国際競争力強化ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ｣｣の策定･実施の策定･実施

２．通信・放送分野の改革の推進２．通信・放送分野の改革の推進

ＮＨＫ改革の推進ＮＨＫ改革の推進ＮＨＫ改革の推進

通信の競争促進通信の競争促進通信の競争促進

通信・放送の融合・連携通信・放送の融合・連携通信・放送の融合・連携

コンテンツ流通の促進コンテンツ流通の促進コンテンツ流通の促進

１．国際競争力の強化１．国際競争力の強化

我が国経済の我が国経済の

新たな成長新たな成長

トレンドへの移行トレンドへの移行

総合的なコード（番号）体系の検討や、ASP・SaaSなど新た

なネットワーク・サービスの普及促進のための環境整備 等
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(６) 経済財政改革の基本方針2007（平成１９年６月１９日、閣議決定）

第2章 成長力の強化

1. 成長力加速プログラム

Ⅱ サービス革新戦略

（1） IT革新

以下の取組など、「IT新改革戦略政策パッケージ」12、「重点計画－2007」（仮称）を着実に実施する。

① ITによる生産性向上

IT投資の選択と集中に向け、業種・製品ごとのソフトの標準化・共同開発、ソフト部品産業の競争力

強化を行うとともに、ASP13、SaaS14の普及促進など中小企業のIT化の基盤を整備する。また、産業

横断的な合意形成の場を平成19年内に設定し、平成22年度までに、国際的な標準と調和した電子

商取引や電子タグ利用等の共通基盤を業種横断的に構築する。

② ICT産業の国際競争力強化

「ユビキタス特区」を平成19年度内を目途に創設し、世界最先端ICTサービスが開発・利用できる

環境の整備、電波の二次取引の拡大への取組を進めるなど、「ICT改革促進プログラム」15に基づき、

通信・放送分野の改革を加速化するとともに、ICT産業の国際競争力を強化する。

12 「IT新改革戦略政策パッケージ」 （平成19年4月5日）
13 ASP （Application Service Provider）
14 SaaS （Software as a Service）
15 「ICT改革促進プログラム」 （平成19年4月20日）
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(７) 重点計画２００７（平成１９年７月２６日、ＩＴ戦略本部決定）

Ⅱ 政策パッケージを推進するための施策

1. 効率性・生産性向上と新価値の創出の推進

1.2 IT によるものづくり、サービスなど経済・産業の生産性向上（特に中小企業の取組強化）

（1） 経済社会インフラとしての電子商取引・電子タグ基盤の整備

（ア） 経済社会インフラとしての電子商取引・電子タグ基盤の整備（内閣官房、経済産業省、総務省及び関係府省）

環境リサイクル、製品安全、化学物質管理といった社会的課題に対応するため、EDI や電子タグなどの活用による企業・

業種・業界の壁や直接の取引関係を超えた情報共有の仕組みを構築する取組を推進することにより、先端的な経済社会イ
ンフラを整備し、経済社会生活全般での生産性向上を図る。2007 年度に、業種や取引関係を超えた情報共有の仕組の構

築の実現に向け、広く産業横断的なコンセンサス形成を行える場を設定するとともに、①電気・電子、②繊維、③建材・住宅
設備産業において先行的な取組を開始し、中小製造業を始め関連企業などで共有すべき情報の流通・開示のあり方、デー
タベースや電子タグの活用のあり方、オープンで総合的なコード体系の整備などについて、産業横断的なルールづくりを推
進する。さらに幅広く他の分野に拡大し、2010 年度までに電子商取引や電子タグ利用等の共通基盤を業種横断的に構築す

る。

（2） IT 経営の推進（特に中小企業のIT 活用の促進）

（ア） 中小企業のIT 経営支援ツールの開発・普及（経済産業省、総務省）

中小企業の規模・業種に応じたIT 導入のベンチマークとして「中小企業IT 経営ロードマップ」を2007 年度中に策定するとと
もに、中小企業でも不可欠な経営・財務管理業務についてIT を活用して手軽に取り組めるサービスの普及を図るなど、中小
企業のIT経営支援ツールの開発・普及を促進する。さらにASP（Application Service Provider）やSaaS（Software as a
Service）など中小企業にとって使いやすい新たなサービスの普及促進のための共通基盤の整備、官民の連携の場の活用

等環境整備を推進する。
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（８） 「ＩＣＴ生産性加速プログラム」（平成１９年６月２０日、総務省発表）

○ネットワークの活用を前提としたオープンで総合的なコード体系
○各コードの属性情報を含む情報の同期化の仕組み
○受発注から決済までの企業間取引、通常業務を自動化できる広範囲のEDI標準の実装

○業種横断的なグローバル標準を目指した技術標準の開発・普及体制の整備

【総合的なコード体系とICT共通基盤の構築】

○業種・業界横断での費用対効果の実証
○電子タグの利用環境整備
○個人情報保護

【ネットワークの特性を活かした電子タグの利用環境整備】

○安全・信頼性指針の策定、事業者認定制度
○インターフェースの公開の促進、役割分担等の明確化
○ネットワーク利用に係る企業データベースの構築
○国際的連携の推進

【ASP・SaaSの普及・促進】

生産性の抜本的な向上（ブレークスルー）をもたらすICT利活用の
促進やICT投資負担の軽減を図る[ICT国際競争力懇談会H19.4.23]

ICTICT生産性加速プログラムの公表生産性加速プログラムの公表[H19.6.20][H19.6.20]
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【総合的なコード［番号］体系の実現イメージ】

郵便番号など住所にかかわるコードは発行されているが、詳細な場所を特定できる共通コードはまだない空間コード

ＪＡＮコードが発行されているが主に消費財のみで、部品、中間財、サービス商材などには発行されていない

わが国で取引されるすべての商品・サービスに発行されているわけではない
商品コード

日本の全企業（443万社）すべてには発行されていない

信用調査機関（帝国データバンク175万社、東京商工リサーチ181万社）が独自に発行しており共通性はない

流通・消費財関係は11万社共通の企業コードが発行されているが他の産業との共通性はない
取引先コード

ネット空間

商品X

倉庫B

実空間

Ａ社

小売C社のD店

出荷

入荷

指示

実社会で行われている活動 ネットワーク上の活動

決済

出荷伝票

出荷元：倉庫B

出荷商品：商品X

届け先：店頭D

指示者：A社

請求先：C社

出荷ＥＤＩメッセージ

出荷元：135310ｘｘｘｘｘｘｘ

出荷商品：4901234567890

届け先：1499002123456

指示者：4901234500000

請求先：4902234000000

取引先コード（企業識別）

空間コード（場所識別）

商品コード（商品識別）

空間コード（場所識別）

取引先コード（企業識別）

※コードは桁数、内容ともイメージ

人が理解し
て指示する

【ご参考】各種コードの現状

【現状】

日本の全企業（443万社）
すべてには発行されていない

わが国で取引されるすべ
ての商品・サービスに発行
されているわけではない

詳細な場所を特定できる
共通コードはまだない

わが国で行われる通常の
取引すべてをコンピュータ
に置き換える（ＩＴ化）こと
は、現状ではできない

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
活
用
を
前
提
と
し
た

を
構
築

総
合
的
な
コ
ー
ド
体
系

（９） 総合的なコード体系の整備
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（１０） 各コードの連携

各コードを連携させることで新たな付加価値を生む可能性

モノのコードに紐付けられる
「モノの属性情報」

企業コードに紐付けられる
「企業の属性情報」

・所属組織、入室資格などの認証
情報

・個人の好み
・・・・・・・・・・・・・・

・納品先、設置場所
・製造日、納品日などの時間情報
・保守履歴
・取扱情報
・・・・・

商品コード 企業（事業所）コード空間コード

空間コードに紐付けられる
「場所の属性情報」

・物理的な空間情報
・組織（その空間を利用している組織）
・その空間に置かれているべきモノ、あってはい
けないモノ

・その空間に居るべきヒト、居てはいけないヒト
・・・・・・・・・・・

空間をキーとして、「そこにあるモノ」、「そこに居るヒト」の情報とを結び付ける
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パソコン製造メーカが生産管理に活用している事例

⇒⇒ 生産性を生産性を10%10%以上向上以上向上

電子タグの実証実験・活用分野と未活用分野の例

○○君の行動

15:50 △△公園
15:45 自販機付近通過
15:40 外出
15:30 帰宅
15:20 ◇◇君宅
15:10 交番付近通過
15:05 下校

映像はこちらで確認できます

15:05
下校

15:10
交番付近

通過

15:30 帰宅
15:40 外出

15:45
自販機付近

通過

15:50
△△公園

ピッ

ピッ

ピッ
ピッ

ピッ
ピッ

保護者

通過情報及び映像

サーバー

通
過
情
報
及
び
映
像

○○君の行動

15:50 △△公園
15:45 自販機付近通過
15:40 外出
15:30 帰宅
15:20 ◇◇君宅
15:10 交番付近通過
15:05 下校

映像はこちらで確認できます

15:05
下校

15:10
交番付近

通過

15:30 帰宅
15:40 外出

15:45
自販機付近

通過

15:50
△△公園

ピッ

ピッ

ピッ
ピッ

ピッ
ピッ

保護者

通過情報及び映像

サーバー

通
過
情
報
及
び
映
像

児童見守りに活用している事例

部分最適止まり

製造

物流

流通・小売り

ヘルスケア

サービス

公共・その他

間接業務 製造・加工 物流 販売 サービス サポート 廃棄

生産管理・在庫管理

薬品トレーサビリティ

決済 案内

家電トレーサビリティ

児童見守り

食品トレーサビリティ

産業廃棄物処理

産業廃棄物処理

店頭在庫管理・決済

業
界
を
超
え
た
連
携
不
足

業
種
・業
界
横
断
的
な

電
子
タ
グ
の
導
入

・多数存在するIDコードの識別方法の確立
・携帯電話への電子タグリーダーの内蔵 等

（１１） ネットワークの特性を活かした電子タグの利用環境整備
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世界最先端の
ブロードバンド
ユビキタスネットワーク

ASPとは、ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ･ｻｰﾋﾞｽ･ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞｰのこと。
財務会計、受発注管理等のアプリケーションサー
ビスをパッケージとしてではなく、ネットワーク
を介して提供する事業者。

SaaSとは、Software as a Serviceの略。
財務会計等のソフトウェアをサービスとして提供
する形態。
基本的には、ASPと同義。

ネットワークサービスを活用することにより、
ICT利用者の投資コスト、人的負担が軽減。

企業毎、部門毎に自前
で独自にICT投資

各社

財務会計支援
等システム

財務会計支援
等システム

顧客ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

パソコン

インターネット

A社 B社

財務会計ASP 受発注管理ASP

財務会計支援
システム

財務会計支援
システム ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

受発注管理支援
システム

受発注管理支援
システム

パソコンパソコン

不

要

安全・信頼性指針の策定、事業者認定制度安全・信頼性指針の策定、事業者認定制度安全・信頼性指針の策定、事業者認定制度

インターフェースの公開・標準化インターフェースの公開・標準化インターフェースの公開・標準化

企業情報データベース構築企業情報データベース構築企業情報データベース構築

国際的連携国際的連携国際的連携

I
C
T
投
資

データ管理ASP

（１２） ASP・SaaSの普及・促進
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（１３） ３つの諮問事項の位置付け

【電子タグの高度利活用技術の研究開発】
（２００４～２００７年度）

【電子タグの高度利活用技術の研究開発】
（２００４～２００７年度）

【ビジネスモデルの検証等】
ＡＳＰ・ＳａａＳ普及促進協議会

（２００７．４～）

【ビジネスモデルの検証等】
ＡＳＰ・ＳａａＳ普及促進協議会

（２００７．４～）

情報通信審議会
情報通信政策部会

「ＩＣＴによる生産性向上委員会」
（２００７．８～）

情報通信審議会
情報通信政策部会

「ＩＣＴによる生産性向上委員会」
（２００７．８～）

☆ 空間コード（活用の在り方、発番・更新の在り方）

☆ 企業コード（活用の在り方、既存コードとのリンク、発番・更新の在り方）

☆ 商品コード（活用の在り方、既存コードとのリンク、発番・更新の在り方）

☆ 空間コード（活用の在り方、発番・更新の在り方）

☆ 企業コード（活用の在り方、既存コードとのリンク、発番・更新の在り方）

☆ 商品コード（活用の在り方、既存コードとのリンク、発番・更新の在り方）

総合的なコード体系の整備

☆ 信頼性確保の在り方

☆ 事業者間連携、役割分担の在り方 等

☆ 信頼性確保の在り方

☆ 事業者間連携、役割分担の在り方 等

ＡＳＰ・ＳａａＳの普及促進

☆ 共有すべき情報の流通・開示の在り方

☆ 消費者のプライバシー保護の在り方 等

☆ 共有すべき情報の流通・開示の在り方

☆ 消費者のプライバシー保護の在り方 等

電子タグの利用環境整備

コードを基盤として活用 コードを基盤として活用

【ビジネスモデルの検証】
「ユビキタス空間基盤協議会」

（２００６．９～）

【ビジネスモデルの検証】
「ユビキタス空間基盤協議会」

（２００６．９～）

成果を反映 検討内容を活用

検討内容を活用
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